
■ 事業主(給与支払者）の皆様へ■ 事業主(給与支払者）の皆様へ■ 事業主(給与支払者）の皆様へ■ 事業主(給与支払者）の皆様へ

　　北海道渡島総合振興局では、管内の市町と協力して、個人住民税特別徴収の実施

　を推進しています。

　　このチラシは、事業主の皆様へ個人住民税の特別徴収制度の概要をお知らせし、

　まだ特別徴収を実施されていない場合、早期に必要な手続きをしていただくために

　作成しました。

　給与支払者が、所得税の源泉徴収と同様に、住民税の納税義務

者である給与所得者に代わって、毎月従業員に支払う給与から住

民税（市町村民税＋道民税）を徴収（天引き）し、納入していた

だく制度です。

　地方税法第３２１条の４及び各市町村の条例の規定により、給

与を支払う事業者は、原則としてすべて特別徴収義務者として住

民税を特別徴収していただくことになっています。

特別徴収実施のご案内

個人住民税の
特別徴収とは

特別徴収は
給与支払者の
義務です

　毎年５月に特別徴収義務者あてに「特別徴収税額決定通知書」

をお送りしますので、その税額を毎月の給料から徴収し、翌月の

１０日までに合計額を各従業員の住所地の市町村へ納入していた

だきます。

　従業員が常時１０名未満の事業所は、申請により年１２回の納

期を年２回とすることもできます。

　　①給与支払報告書の提出 　②特別徴収税額の通知
　　　　（１月３１日まで） 　　　（５月３１日まで）

市 事 従
　　②特別徴収税額の通知 　③給与の支払いの際、

町 　　　　（５月３１日まで） 業 　　税額を徴収（天引き） 業
   ６月から翌年の５月まで

村 　　④税額の納入 者 　 毎月の給料支給日 者
　　　（翌月の１０日まで）

特別徴収の
事務

納期の
特例について

特別徴収の方法による納税の仕組み



個人住民税の

特別徴収に関する

　 Ｑ 　小規模な会社で従業員も少ないので、面倒な事務は困ります。

　  　 個人住民税の特別徴収は、所得税のように税額を計算したり年末調整をする必要が

　　 ありません。市町村は給与支払報告書等に基づいて税額計算を行い、各事業者へ住民

　　 税額を通知しますので、事業者は給与支払の際に税額を徴収（天引き）し、各市町村

　　 に納めていただくこととなります。

　　　 なお、従業員が常時１０人未満の事業所には、申請により年１２回の納期を年２回

　　 とする制度もあります（納期の特例の承認）。

　 Ｑ 　特別徴収へ切り替えることによるメリットは何ですか？

　　 　特別徴収制度は、従業員の方にとって大変便利な制度です。

　　　○従業員の方が個々に納税のために金融機関へ出向く必要がないこと

　　　○住民税の納め忘れがなくなること（延滞金の心配がなくなります）

ＡＡＡＡ（特別徴収について、よくある質問を掲載しました。）

ＱＱＱＱ
＆

Ａ

Ａ

　　　○従業員の方にとって、納期が１２回となり１回当たりの税負担額が少なくなること

　　【例】住民税の年税額が１２万円の場合

　　　・普通徴収の場合～　６月、８月、１０月、１２月の年４回の納期毎に３万円

　　　・特別徴収の場合～　毎月１万円

　 Ｑ 　新たに特別徴収により納税するためには、どんな手続きをすればいいのですか？

　    市町村へ「給与支払報告書」を提出する期限である１月３１日までに、市町村の税務

　　担当課へご連絡ください。市町村では、それを受け、５月３１日までに特別徴収税額の

　　通知をしますので、６月から翌年の５月までの給与支払時に特別徴収（天引き）して、

　　市町村へ納めていただくことになります。

　　＊　特別徴収について詳しいことは、
従業員等の住所地の市町村（住民税担当課）へお問い合わせください。

　事業主の皆様におかれましては、法令に基づく適正な特別徴収の実施をお願いします。

■　各市町住民税担当課
函館市 税務室市民税担当 ℡0138-21-3212 七飯町 税務課 ℡0138-65-2515

北斗市 税務課 ℡0138-73-3111 鹿部町 税務課 ℡01372-7-2111

松前町 税務課 ℡0139-42-2275 森町 税務課 ℡01374-2-2181

福島町 財務課 ℡0139-47-3001 八雲町 財務課 ℡0137-62-2111

知内町 総務企画課 ℡01392-5-6161 長万部町 税務課 ℡01377-2-2452

木古内町 町民税務課 ℡01392-2-3131

Ａ

■　北海道渡島総合振興局地域政策部納税課（℡　０１３８－４７－９４５３（直））


